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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フィルムロールから連続的に支持体を送り出し、該支持体上にコーティング膜を成膜し
、該支持体をフィルムロールに巻き取る工程と、
　前記工程で巻き取られたフィルムロールを真空成膜装置の供給室にセットし、常圧から
１００Ｐａまでの減圧時間が７分以上となる減圧速度で減圧し、さらに所定の真空度まで
減圧する工程と、
　前記フィルムロールから前記支持体を、前記供給室の減圧速度より速い減圧速度で所定
の真空度まで減圧された真空成膜装置の成膜室に供給し、前記コーティング膜上に無機膜
を成膜する工程と、
　前記無機膜が成膜された前記支持体を、前記真空成膜装置の巻取り室でフィルムロール
に巻き取る工程と、
　を少なくとも備える機能性フィルムの製造方法。
【請求項２】
　前記無機膜が２０ｎｍより厚い厚さを有する請求項１記載の機能性フィルムの製造方法
。
【請求項３】
　前記コーティング膜が鉛筆硬度４Ｂ～３Ｈの膜硬度を有する請求項１又は２記載の機能
性フィルムの製造方法。
【請求項４】
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　前記コーティング膜が放射線硬化性のモノマー又はオリゴマーを含む材料から成膜され
る請求項１～３の何れか記載の機能性フィルムの製造方法。
【請求項５】
　前記無機膜が金属、金属酸化物、金属窒化物、金属炭化物、金属フッ化物もしくはそれ
らの２種以上の複合物を、少なくとも一つを含む請求項１～４の何れか記載の機能性フィ
ルムの製造方法。
【請求項６】
　フィルムロールから支持体を連続的に送出す機構と、該支持体上にコーティング膜を成
膜する機構と、該支持体をフィルムロールに巻き取る機構を備えたコーティング膜成膜装
置と、
　前記コーティング膜成膜装置で巻き取られた前記フィルムロールがセットされる供給室
と、該供給室から連続的に送り出された支持体に無機膜を成膜する成膜室と、該成膜室か
ら送り出された該支持体をフィルムロールに巻き取る巻取り室を備える真空成膜装置と、
該供給室、該成膜室、及び該巻取り室は真空排気手段を備え、
　前記供給室の圧力を、常圧から１００Ｐａまでの減圧時間が７分以上となる減圧速度で
減圧し、さらに所定の真空度まで減圧するよう前記供給室の排気速度を制御する第一の制
御装置と、
　前記成膜室の圧力を、前記供給室の減圧速度より速い減圧速度で、所定の真空度まで減
圧するよう前記成膜室の排気速度を制御する第二の制御装置と、
　を有する機能性フィルムの製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は機能性フィルムの製造方法及び製造装置において、特に、成膜されたコーティ
ング膜を巻き取ったフィルムロールを送り出して、そのコーティング膜上に無機膜を成膜
することで積層構造を備えた機能性フィルムの製造方法、及び製造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光学素子、液晶ディスプレイや有機ＥＬディスプレイなどの表示装置、半導体装置、薄
膜太陽電池など、各種の装置に、ガスバリアフィルム、保護フィルム、光学フィルタや反
射防止フィルム等の光学フィルムが利用されている。
【０００３】
　また、これらの光学フィルムの製造に、スパッタリングやプラズマＣＶＤ等の真空成膜
法による成膜技術が利用される。真空成膜法によって、効率良く、高い生産性を確保して
成膜を行なうために、長尺な基材に連続的に成膜することも行われている。
【０００４】
　上述の光学フィルムを製造する一つの方法を説明する。長尺な支持体を、フィルムロー
ルから連続的に送り出し、支持体上に塗布液を塗布し、乾燥、硬膜して塗布膜を形成し、
塗布膜が成膜された支持体を巻き取り、フィルムロールを作製する。次いで、塗布膜が成
膜されたフィルムロールを真空成膜装置の送出部にセットし、支持体をフィルムロールか
ら連続的に成膜室に送り出し、成膜室で塗布膜上に無機膜を成膜し、塗布膜と無機膜の積
層構造が形成されたフィルムを巻き取り、フィルムロールを作製する。このような成膜方
法を実施する設備として、いわゆるロール・ツー・ロール（Ｒｏｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ）
の成膜装置が知られている。この成膜装置により、塗布膜と無機膜の成膜工程を複数回実
行することによって、複数の積層構造が形成された光学フィルムが製造される。
【０００５】
　上述の製造方法において、無機膜を成膜する際の巻きずれを防止して光学フィルムの品
質を均一にするため、特許文献１には、真空成膜装置に巻硬度７０～９５のフィルムロー
ルを送出し部にセットし、支持体上に無機膜を連続的に成膜する方法が記載されている。
【０００６】
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　また、特許文献２には、長尺のプラスチックフィルムの巻回体を蒸着室内に挿入し、２
分以上の時間をかけて２０Ｔｏｒｒまで減圧し、次いで通常の蒸着圧力まで排気して、プ
ラスチックフィルム上に蒸着法で強磁性合金又は合金を被着することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平８－９２７２７号公報
【特許文献２】特開平６－６０３７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載されているように塗布膜が形成されたフィルムロール
を巻硬度７０～９５で巻き取ったとしても、フィルムロールは支持体を巻き取る際に同伴
エアーを巻き込んでしまう。同伴エアーを巻き込んだフィルムロールを減圧された真空成
膜装置の送出し部にセットすると、フィルムロール内の同伴エアーが抜け出す。これによ
り、フィルムロール内部の巻取り時の応力（張力、摩擦力）のバランスが崩れ、フィルム
ロールが「巻き締まり（ロール径収縮）」の動きを起こしてしまう。
【０００９】
　この「巻き締まり」を起こすと、フィルムロールでは、支持体上の塗布膜が上部にある
支持体の裏面と擦れ、また、支持体の裏面に付着したゴミとの接触を起こし、塗布膜は微
小な膜の破裂を発生させ、平滑性を失う。この後に支持体を搬送し、塗布膜上に無機膜を
成膜すると、成膜不良が発生し、無機膜の割れ／抜けの問題を起こす。
【００１０】
　特許文献２では、排気開始時に、少なくとも２分の時間をかけて２０Ｔｏｒｒに減圧し
てフィルムロール幅方向の巻きズレを抑制しようとするものである。しかしながら、この
条件では径方向の巻き締まり（収縮）による巻きズレは完全には抑制されないことが判明
した。
【００１１】
　また、特許文献２では、蒸着室内にフィルムロールをセットして減圧しているので、蒸
着室内全体を蒸着に必要な圧力まで減圧する必要がある。そのため、巻きズレを防止する
ために減圧に時間を掛けると、成膜するまでのトータルの減圧時間が長くなり、生産性が
低下する問題がある。特に、大型のフィルムロールに対応した蒸着装置の場合、蒸着室内
の容量が大きくなるので、トータルの減圧時間が非常に長くなり生産性が著しく低下する
。
【００１２】
　本発明はこのような事情に鑑みてなされたもので、真空成膜法によりコーティング膜上
に無機膜を形成するときに、無機膜の割れ／抜け等の欠陥が発生するのを防止でき、さら
に生産性の高い機能性フィルムの製造方法、及び製造装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記目的を達成するために、本発明の機能性フィルムの製造方法は、フィルムロールか
ら連続的に支持体を送り出し、該支持体上にコーティング膜を成膜し、該支持体をフィル
ムロールに巻き取る工程と、前記工程で巻き取られたフィルムロールを真空成膜装置の供
給室にセットし、常圧から１００Ｐａまでの減圧時間が７分以上となる減圧速度で減圧し
、さらに所定の真空度まで減圧する工程と、前記フィルムロールから前記支持体を、前記
供給室の減圧速度より速い減圧速度で所定の真空度まで減圧された真空成膜装置の成膜室
に供給し、前記コーティング膜上に無機膜を成膜する工程と、前記無機膜が成膜された前
記支持体を、前記真空成膜装置の巻取り室でフィルムロールに巻き取る工程と、を少なく
とも備えることを特徴とする。
【００１４】
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　本発明によれば、フィルムロールを真空成膜装置の供給室にセットし、常圧から１００
Ｐａまでの減圧時間が７分以上となる減圧速度で減圧することで、真空成膜装置内でのフ
ィルムロールの急激な同伴エアー抜けによる巻き締まりの発生を防止することができる。
さらに、成膜室の減圧速度より遅い速度で供給室を減圧することで、フィルムロールをセ
ットした領域のみを単独で排気することができる。高真空度が要求される成膜室を、供給
室とは別に速い減圧速度で減圧するので、トータルの減圧時間を短くすることができる。
【００１５】
　本発明の機能性フィルムの製造方法は、前記無機膜が２０ｎｍ以上の５００ｎｍ以下の
厚さを有することが好ましい。無機膜が２０ｎｍよりも薄い場合には、コーティング膜の
表面状態の粗さで欠陥が発生してしまう場合があるからである。一方、無機膜が５００ｎ
ｍより厚いと、硬い無機膜が割れやすくなるからである。
【００１６】
　本発明の機能性フィルムの製造方法は、前記発明において、前記コーティング膜が鉛筆
硬度４Ｂ～３Ｈの膜硬度を有することが好ましい。コーティング膜が３Ｈ以上の硬度を有
すると割れるリスクが高まり、４Ｂ以下では強度不足となるからである。
【００１７】
　本発明の機能性フィルムの製造方法は、前記発明において、前記コーティング膜が放射
線硬化性のモノマー又はオリゴマーを含む材料から成膜されることが好ましい。
【００１８】
　本発明の機能性フィルムの製造方法は、前記発明において、前記無機膜が金属、金属酸
化物、金属窒化物、金属炭化物、金属フッ化物もしくはそれらの２種以上の複合物を、少
なくとも一つを含む無機膜であることが好ましい。
【００１９】
　本発明の機能性フィルムの製造装置は、フィルムロールから支持体を連続的に送出す機
構と、該支持体上にコーティング膜を成膜する機構と、該支持体をフィルムロールに巻き
取る機構を備えたコーティング膜成膜装置と、前記コーティング膜成膜装置で巻き取られ
た前記フィルムロールがセットされる供給室と、該供給室から連続的に送り出された支持
体に無機膜を成膜する成膜室と、該成膜室から送り出された該支持体をフィルムロールに
巻き取る巻取り室を備える真空成膜装置と、該供給室、該成膜室、及び該巻取り室は真空
排気手段を備え、前記供給室の圧力を、常圧から１００Ｐａまでの減圧時間が７分以上と
なる減圧速度で減圧し、さらに所定の真空度まで減圧するよう前記供給室の排気速度を制
御する第一の制御装置と、前記成膜室の圧力を、前記供給室の減圧速度より速い減圧速度
で、所定の真空度まで減圧するよう前記成膜室の排気速度を制御する第二の制御装置と、
を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、コーティング膜と無機膜の積層構造を用いた機能性フィルムにおいて
、コーティング膜の平滑性を損なうことに起因する無機膜の欠陥を防止でき、生産性を低
下させることなく機能性フィルムの高品質化を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明に係る製造方法によって製造される機能性フィルムを示す図。
【図２】機能性フィルムの製造方法を実施する装置の一例を示す図。
【図３】実施例の結果を示す表図。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下添付図面に従って本発明の好ましい実施の形態について説明する。本発明は以下の
好ましい実施の形態により説明されるが、本発明の範囲を逸脱すること無く、多くの手法
により変更を行うことができ、本実施の形態以外の他の実施の形態を利用することができ
る。従って、本発明の範囲内における全ての変更が特許請求の範囲に含まれる。また、本



(5) JP 5199162 B2 2013.5.15

10

20

30

40

50

明細書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を含
む範囲を意味する。
【００２３】
　図１に、本発明に係る機能性フィルムの製造方法によって製造される機能性フィルムの
概念図を示す。図１に示すように、機能性フィルム１０は、支持体Ｂの表面に成膜された
コーティング膜１２と、コーティング膜１２の上に成膜された無機膜１４を有する。図１
に示す機能性フィルム１０は、コーティング膜１２と無機膜１４の２層の組み合わせを、
繰り返しの単位として、これを３回繰り返したものである。
【００２４】
　コーティング膜には、例えば、密着性を向上させるためのアンカーコート層、大気圧プ
ラズマで成膜される酸化膜、熱硬化性や紫外線硬化性の有機膜等の無機膜が成膜される前
に成膜される全ての膜が含まれる。
【００２５】
　以下、本発明の機能性フィルムの製造方法、及び製造装置について説明する。機能性フ
ィルムを製造するための製造装置は、例えば、支持体Ｂの表面にコーティング膜を成膜す
るコーティング膜成膜装置２０と、コーティング膜上に無機膜を成膜する真空成膜装置２
２とで構成される。
【００２６】
　図２（Ａ）に、コーティング膜成膜装置２０の一例を概念的に示す。コーティング膜成
膜装置２０は、塗布手段２６、加熱手段２８、および、ＵＶ照射装置３０を有する。コー
ティング膜成膜装置２０において、例えば、予め調製した放射線硬化性のモノマー又はオ
リゴマーが含有された塗布液を支持体Ｂに塗布手段２６で塗布し、加熱手段２８で乾燥し
て、ＵＶ照射装置３０で重合することにより、コーティング膜を硬膜化して成膜する。
【００２７】
　このコーティング膜成膜装置２０は、ロール・ツー・ロールによってコーティング膜を
成膜するものである。フィルムロール４０が回転軸３２に装填される。引取ローラ３６に
よりフィルムロール４０から支持体Ｂが長手方向に搬送される。塗布手段２６、加熱手段
２８、及びＵＶ照射装置３０を経て、支持体Ｂの表面にコーティング膜が成膜される。コ
ーティング膜が成膜された支持体Ｂが引取ローラ３６により引き取られ、フィルムロール
４２として巻取り軸３４に巻き取られる。支持体Ｂの巻き取りテンションは、巻き径に応
じて巻き一定、例えば（１５０ｎ／ｍ）、となるように制御される。
【００２８】
　支持体Ｂ上のコーティング膜は、膜硬度が４Ｂ～３Ｈの範囲であることが好ましく、よ
り好ましくは３Ｂ～３Ｈであり、さらに好ましくはＢ～３Ｈである。コーティング膜が上
述の範囲の膜硬度を有することによって、より壊れにくく、性能の高い膜を形成すること
ができる。ＵＶ照射装置３０の紫外線の照射量を、照度、もしくは搬送速度を変えること
によって、コーティング膜の硬度を調整することができる。これにより、所望の膜硬度を
有するコーティング膜を得ることができる。なお、膜硬度は鉛筆硬度試験機を用いて測定
することができる（塗膜用鉛筆硬度試験機PS-320 （株）丸菱科学機械製作所）。
【００２９】
　図２（Ｂ）に示すように、真空成膜装置２２は、コーティング膜成膜装置２０と同様に
、ロール・ツー・ロールによる成膜を行なう装置である。フィルムロール４２から支持体
Ｂが送り出される。支持体Ｂを長手方向に搬送しながら、無機膜が支持体Ｂのコーティン
グ膜上に成膜される。コーティング膜と無機膜の積層膜が成膜された支持体Ｂが巻取り軸
５８によってフィルムロール４８に巻き取られる。
【００３０】
　真空成膜装置２２は、支持体Ｂの表面、すなわちコーティング膜の表面に、無機膜を成
膜する装置である。真空成膜装置２２は、供給室５０と、成膜室５２と、巻取り室５４と
を備える。
【００３１】
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　供給室５０には、真空排気手段６１が設けられる。真空排気手段６１と供給室５０の間
には、排気速度を変更するため可変バルブ８２が接続される。可変バルブ８２により真空
排気手段６１への開口面積を可変することによって、排気速度が制御される。可変バルブ
８２は、真空排気手段６１への開口面積を可変できるものであればよく、例えば、公知の
ゲートバルブ等を使用することができる。コーティング膜が成膜された支持体Ｂを巻回し
たフィルムロール４２が、真空成膜装置２２の供給室５０に装填される。可変バルブ８２
により排気速度を制御することによって、供給室５０内が、常圧から１００Ｐａまでの減
圧時間が７分以上となる減圧速度で減圧され、さらに所定の真空度まで減圧される。この
減圧速度で供給室５０内を減圧することで、供給室５０内でフィルムロール４２の同伴エ
アー抜けによる急激な巻き締まりの発生を防止することができる。これにより、コーティ
ング膜の平滑性を維持することができる。なお、真空排気手段６１として、後述する成膜
室５２の真空排気手段７２と同様、公知の物を使用することができる。
【００３２】
　コーティング膜が成膜された支持体Ｂを巻き回したフィルムロール４２が、供給室５０
の回転軸５６に装填される。フィルムロール４２から支持体Ｂが送り出され、隔壁７４の
スリットローラ７４ａを通して、供給室５０から成膜室５２に搬送される。供給室５０内
では、図示しない駆動源によって回転軸５６を図中時計方向に回転する。フィルムロール
４２から支持体Ｂが、ガイドローラ６０によって所定の経路を経て成膜室５２に搬送され
る。スリットローラ７４ａは支持体Ｂが通過するクリアランスを変更することができる。
【００３３】
　なお、減圧下でコーティング膜に接触するガイドローラ６０は、支持体Ｂの端部（搬送
方向と直交する方向（幅方向）の端部）のみに接触する段差付きローラが好ましい。また
、供給室５０には、図示した部材以外にも、搬送ローラ対や、支持体Ｂの幅方向の位置を
規制するガイド部材など、支持体Ｂを所定の経路で搬送するための搬送手段を有してもよ
い。
【００３４】
　支持体Ｂは、ガイドローラ６０によって案内され、成膜室５２に搬送される。成膜室５
２では、支持体Ｂの表面、すなわちコーティング膜の表面に、無機膜が成膜される。図２
（Ｂ）に示すように、成膜室５２は、ドラム６２と、成膜手段６４ａ，６４ｂ、６４ｃ、
および６４ｄと、ガイドローラ６８および７０と、真空排気手段７２と、可変バルブ８４
を備える。可変バルブ８４により真空排気手段７２への開口面積を可変することによって
、排気速度が制御される。これにより、成膜室５２の減圧速度が、供給室５０の減圧速度
より速くなるよう制御される。これにより、供給室５０と成膜室５２の減圧速度を独立に
制御することができる。巻き締まりによるコーティング膜の平滑性が維持できるよう、供
給室５０はゆっくり減圧される。一方、成膜室５２では、成膜に必要な十分に低い圧力と
なるよう、供給室５０より速い減圧速度で減圧される。したがって、トータルの減圧時間
を短くすることができる。
【００３５】
　なお、成膜室５２が、スパッタリングやプラズマＣＶＤ等による成膜をおこなうもので
ある場合、成膜室５２には、さらに、高周波電源等も設置される。
【００３６】
　成膜室５２のドラム６２は、中心線を中心に図示しない駆動源によって、図中反時計方
向に回転する。ガイドローラ６８によって所定の経路に案内された支持体Ｂは、ドラム６
２の周面の所定領域に掛け回されて、ドラム６２に支持／案内されつつ、所定の搬送経路
を搬送され、成膜手段６４ａ～６４ｄによって、コーティング膜上に無機膜が成膜される
。
【００３７】
　成膜手段６４ａ～６４ｄは、真空成膜法によって、支持体Ｂの表面に無機膜を成膜する
装置である。成膜手段として限定はなく、ＣＶＤ、プラズマＣＶＤ、スパッタリング、真
空蒸着、イオンプレーティング等、公知の真空成膜法（気相堆積法）が、全て、利用する
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ことができる。
【００３８】
　従って、成膜手段６４ａ～６４ｄは、実施する真空成膜法に応じた、各種の部材で構成
される。例えば、成膜室５２がＩＣＰ－ＣＶＤ法（誘導結合型プラズマＣＶＤ）によって
無機膜の成膜を行なうものであれば、成膜手段６４ａ～６４ｄは、誘導磁場を形成するた
めの誘導コイルや、成膜領域に反応ガスを供給するためのガス供給手段等を有して構成さ
れる。
【００３９】
　また、成膜室５２が、ＣＣＰ－ＣＶＤ法（容量結合型プラズマＣＶＤ）によって無機膜
の成膜を行なうものであれば、成膜手段６４ａ～６４ｄは、中空状でドラム６２に対向す
る面に多数の小孔を有し反応ガスの供給源に連結される、高周波電極および反応ガス供給
手段として作用するシャワー電極等を有して構成される。
【００４０】
　また、成膜室５２が、ＣＶＤ法によって気相成膜により無機膜の成膜を行なうものであ
れば、成膜手段６４ａ～６４ｄは、反応ガスの導入手段等を有して構成される。
【００４１】
　さらに、成膜室５２が、スパッタリングによって無機膜の成膜を行なうものであれば、
成膜手段６４ａ～６４ｄは、ターゲットの保持手段や高周波電極、スパッタガスの供給手
段等を有して構成される。
【００４２】
　真空排気手段７２は、成膜室５２内を真空排気して、真空成膜法による無機膜の成膜に
応じた真空度とするものである。真空排気手段７２は、特に限定はなく、ターボポンプ、
メカニカルブースターポンプ、ロータリーポンプなどの真空ポンプ、さらには、クライオ
コイル等の補助手段、到達真空度や排気量の調整手段等を利用する、真空成膜装置に用い
られている公知の（真空）排気手段が、各種利用可能である。
【００４３】
　成膜手段６４ａ～６４ｄによって無機膜が成膜された支持体Ｂは、ガイドローラ７０及
び７８によって、隔壁７５のスリットローラ７５ａに案内され、巻取り室５４に搬送され
る。巻取り室５４には真空排気手段８０が設けられる。巻取り室５４と真空排気手段８０
との間には、可変バルブ８６が設置される。可変バルブ８６により、巻取り室５４の減圧
速度が制御される。巻取り室５４内に設けられた巻取り軸５８によって、支持体Ｂがフィ
ルムロール４８に巻き取られる。
【００４４】
　次いで、フィルムロール４８はコーティング膜成膜装置２０の回転軸３２にフィルムロ
ール４０としてセットされ、無機膜上にコーティング膜が成膜される。コーティング膜／
無機膜／コーティング膜が成膜された支持体Ｂは、フィルムロール４２として巻取り軸３
４に巻き取られる。
【００４５】
　次いで、フィルムロール４２は真空成膜装置２２の供給室５０に装填される。支持体Ｂ
上に無機膜が成膜される。複数回のコーティング膜の成膜工程、無機膜の成膜工程を経て
、所望の機能性フィルムが製造される。
【００４６】
　コーティング膜が成膜されたフィルムロール４２を供給室５０にセットしたときは、供
給室５０内は常圧から１００Ｐａまでの減圧時間が７分以上となる減圧速度で減圧され、
さらに所定の真空度まで減圧される。したがって、複数のコーティング膜を成膜したフィ
ルムロール４２が供給室５０に装填された場合、供給室５０内で上述の減圧速度で減圧さ
れるので巻き締まりによる巻ズレが発生するのを防止することができる。
【００４７】
　なお、コーティング膜の成膜工程と無機膜の成膜工程が、３回繰り返し実行され、図１
に示す機能性フィルムが製造される。
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【００４８】
　コーティング膜の材料として、例えば、密着性を向上させるためのアンカーコート層、
大気圧プラズマで成膜される酸化膜、熱硬化性や紫外線硬化性の有機膜を、無機膜の成膜
前に使用できるものであれば良い。
【００４９】
　例えば、具体的には、使用されるモノマー又はオリゴマーとしては、エチレン性不飽和
二重結合を２個以上有し、光の照射によって付加重合するモノマー又はオリゴマーである
ことが好ましい。
【００５０】
　コーティング膜の成膜方法としては、通常の溶液塗布法、あるいは真空成膜法等を挙げ
ることができる。溶液塗布法としては、例えばディップコート法、エアーナイフコート法
、カーテンコート法、ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート法、ス
ライドコート法、或いは、米国特許第２６８１２９４号明細書に記載のホッパ－を使用す
るエクストル－ジョンコート法により塗布することができる。
【００５１】
　例えば、機能性フィルムとして、ガスバリアフィルム（水蒸気バリアフィルム）を製造
する際には、無機膜として、窒化ケイ素膜、酸化アルミニウム膜、酸化ケイ素膜等を成膜
することが好ましい。
【００５２】
　機能性フィルムとして、有機ＥＬディスプレイや液晶ディスプレイのような表示装置な
ど、各種のデバイスや装置の保護フィルムを製造する際には、無機膜として、酸化ケイ素
膜等を成膜することが好ましい。
【００５３】
　さらに、光反射防止フィルム、光反射フィルム、各種のフィルタ等の機能性フィルムを
製造する際には、無機膜として、目的とする光学特性を有する、あるいは発現する材料か
らなる膜を成膜することが好ましい。
【００５４】
　特に、本発明に係る機能性フィルムにおいては、真空成膜装置内で巻ズレを生じないの
で、コーティング膜は優れた表面平滑性を有する。このコーティング膜上に無機膜を成膜
するので、高品質な機能性フィルムを製造することができる。
【００５５】
　以上、本発明の機能性フィルムの製造方法について詳細に説明したが、本発明は、上記
実施形態に限定はされず、本発明の要旨を逸脱しない範囲において、各種の改良や変更を
行なってもよい。
【実施例】
【００５６】
　以下、本発明の具体的実施例を挙げ、本発明を、より詳細に説明する。
【００５７】
　［実施例］
　図２に示されるコーティング膜成膜装置２０と真空成膜装置２２を用いて機能性フィル
ムを製造した。コーティング膜の材料として、アクリレート系モノマーと光重合開始材で
溶解させた塗布液を調製した。支持体として、幅１０００ｍｍ厚さ１００μｍのＰＥＴフ
ィルムを使用した。ダイコータにより、ＰＥＴフィルム上に調製した塗布液を塗布し、紫
外線硬化により硬膜させた。これにより、ＰＥＴフィルム上に、硬化した状態で１μｍの
厚さを有するコーティング膜を成膜した。ＰＥＴフィルムを巻取り軸３４でフィルムロー
ル４２に巻き取った。
【００５８】
　フィルムロール４２を供給室５０内にセットし、常圧から１００Ｐａまでの排気時間を
７分、１０分と変化させて供給室５０を減圧した。供給室５０内の到達真空度を１．５０
×１０－２（Ｐａ）、４．００×１０－２（Ｐａ）と変化させた。各種条件でコーティン
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グ膜上に１０ｎｍ、５０ｎｍ、２００ｎｍの厚さを有する無機膜を成膜した。アルミニウ
ムをターゲットとして、反応性スパッタによりアルミナ膜を成膜した。
【００５９】
　［比較例］
　比較例では、フィルムロール４２を供給室５０内にセットし、比較例１では供給室の１
００Ｐａまでの到達時間を変更し、比較例２では供給室と成膜室を同一の真空排気系を用
いて減圧する構成とした。また比較例３では供給室と成膜室が隔壁で分離されてない一体
型の成膜装置を用いた。それ以外は実施例と同じ条件で機能性フィルムを得た。
【００６０】
　［評価方法］
　機能性フィルムの性能は水蒸気透過性を用いることでバリア性能の評価を行った。透過
率が１．０×１０－３ｇ／ｍ２・日以上を×とし、５．０×１０－４ ｇ／ｍ２・日以上
１．０×１０－３ ｇ／ｍ２・日未満を△とし、１．５×１０－４ｇ/ｍ２・日以上５．０
×１０－４ｇ/ｍ２・日未満を○とし、１．５×１０－４ｇ/ｍ２・日未満を◎とした。
【００６１】
　生産性の評価について、成膜室５２が成膜可能となるまでの時間で判断した。総合評価
について、バリア性能・生産性を考慮して総合的に判断した。
【００６２】
　［評価結果］
　図３は、本発明の実施例１－７と比較例１－３に関して、成膜の条件と性能評価の結果
を一覧表にまとめたものである。実施例１－７は、チャンバ構造として供給室５０と成膜
室５２が隔壁７４で分離されているものを使用した。供給室５０と成膜室５２の到達真空
度、及び常圧から１００Ｐａまでの到達時間を別々に制御した。供給室５０内にフィルム
ロール４２をセットした後、常圧から１００Ｐａまでの到達時間が７分以上となる減圧速
度で供給室５０を減圧した。その結果、バリア性能が全ての実施例で△以上の評価であっ
た。
【００６３】
　成膜室５２を供給室５０より速い減圧速度で減圧できるように独立の真空排気系を構成
した。成膜室５２において、１００Ｐａに到達に要する時間は２分であった。その後、引
き続き成膜室５２の減圧を行い、成膜室５２が減圧開始から成膜可能となるまでの時間は
６０分であり、生産性の評価は○であった。その結果、実施例１－７に関して、総合評価
は全て△以上の評価を得た。
【００６４】
　有機膜硬度及び無機膜の厚さが同じ場合（実施例１－３）、到達時間が遅いものはバリ
ア性能が高かった。実施例１と３では供給室５０の到達真空度に違いがあったが、バリア
性能に差はなかった。このことは、常圧から１００Ｐａまでの時間が重要であることが理
解できる。
【００６５】
　無機膜の厚さを除き同じ条件である実施例４と５を比較すると、無機膜の厚い実施例５
がバリア性能に優れていることが理解できる。また、有機膜の硬度を除き同じ条件である
実施例６と７を比較すると、有機膜の硬度が高い実施例６がバリア性能に優れていること
が理解できる。
【００６６】
　比較例１－２は、チャンバ構造として供給室５０と成膜室５２が隔壁７４で分離されて
いるものを使用し、比較例３は隔壁７４で分離されない一体型のものを使用した。比較例
１及び３は、常圧から１００Ｐａまでの減圧時間が３分と５分となる減圧速度で供給室５
０を減圧したものである。この場合、フィルムロール４２に巻き締まりによる巻ズレが発
生するため、コーティング膜の平滑性が失われた。そのため、バリア性能の評価が×であ
った。比較例２では、供給室５０と成膜室５２を同一の真空排気系を用いて常圧から１０
０Ｐａまで減圧するのに７分となるように構成して排気を行った。その後、引き続き成膜
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室５２の減圧を行ったところ、比較例２において、成膜室５２が減圧開始から成膜可能と
なるまでの時間は１２０分であり、生産性の評価は×でであった。
【符号の説明】
【００６７】
１０…機能性フィルム、１２…コーティング膜、１４…無機膜、２０…コーティング膜成
膜装置、２２…真空成膜装置、２６…塗布手段、２８…加熱手段、３０…ＵＶ照射装置、
３４…巻取り軸、３６…引取ローラ、６１，７２，８０…真空排気手段、５０…供給室、
５２…成膜室、５４…巻取り室、６４ａ，６４ｂ，６４ｃ，６４ｄ…成膜手段、８２，８
４，８６…可変バルブ

【図１】 【図２】
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